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3.2.2 劣化想定期間 

冷温停止状態が維持されることを前提とした耐震安全性評価では，運転開始後 40 年時点までの

健全性確認を実施する。ただし，評価時点(2020年度末)から運転開始後 40年時点までの期間はプ

ラントの冷温停止を想定すること及び至近のプラント停止時点から現時点まではプラントが停止

していたことから，劣化の想定期間は劣化事象ごとに異なり，以下のとおりである。(表 3-3参照) 

(1) 冷温停止状態において発生・進展しない事象(疲労割れ，中性子照射脆化) 

冷温停止状態の維持により評価時点から事象が進展しないため，劣化の想定期間は，評価時点

(2020年度末)までとすることで，運転開始後４０年時点までの評価とする。 

(2) 冷温停止状態において発生・進展の可能性が想定される事象(腐食) 

劣化の想定期間は，原則として評価期間と同じ運転開始から 40年時点までとする。 

表3-3 冷温停止の維持状態での劣化の想定期間 

劣化事象 評価対象 
劣化の 

想定期間 
 

腐食 
熱交換器 

基礎ボルト 
40年時点まで 

疲労割れ 

炉内構造物 

原子炉圧力容器 

配管等 

評価時点まで 

の過渡回数 

中性子照射脆化 原子炉圧力容器 
最新の原子炉 

停止まで 

*点線囲部については冷温停止状態の維持により事象が進展しない期間

最新の 
原子炉停止 
2011年 
5月 13日 

▼ 

評価時点 
(2020年度末) 
2021年 
3月 31日 
▼ 

運転開始後 
40年時点 
2033年 
9月 3日 
▽ 
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タイトル 建設後に実施した耐震補強の実績について 

説明 建設後の耐震補強の実績について以下に示す。(図 1-1) 

1.基準地震動 Ss等に対する耐震補強ケース

1.1 耐震裕度向上工事

2005 年に，東海・東南海・南海地震の 3 連動地震等も考慮し，岩盤上で約

1,000galの目標地震動を当社独自に設定し，建屋内の配管等へのサポート改造

工事や，排気筒の周囲を支持鉄塔で囲む工事等を 2008年までに実施した。 

耐震裕度向上工事の詳細内容を添付資料 1-1に，耐震裕度向上工事にて実施

した改造例を添付資料 1-2に示す。 

1.2 新規制基準を踏まえた追加対策 

2013年に，内閣府の「南海トラフの巨大地震モデル検討会」の検討状況や新

規制基準を踏まえて，「改造工事用地震動(1,200gal)」を設定した。これを踏ま

え，配管・電路類サポート等について工事を実施することとし，現在実施して

いるところである。 

2.配管の減肉評価結果に基づく耐震補強ケース

2016年に，浜岡原子力発電所 4号機復水系(耐震 Bクラス)の減肉配管耐震評価

を行い，評価結果から耐震補強が必要な配管(1 モデル)について，サポート追設

の耐震補強を実施した。 

サポート追設の詳細内容を添付資料 1-3に示す。 

3. 上記の 1.及び 2.以外の耐震補強ケース

該当する工事実績はない。 

添付資料 1-1 耐震裕度向上工事 

添付資料 1-2 耐震裕度向上工事にて実施した改造例 

添付資料 1-3 減肉配管耐震評価によるサポート追設耐震補強工事 

以上 

別紙 1 
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復水系配管サポート改造前後の評価結果 

評価対象 
耐震 
重要度 

一次応力（MPa） 一次＋二次応力（MPa） 

発生応力 許容応力 発生応力 許容応力 

復水系配管 B 

(改造前) 268 

231 

(改造前) 506 

462 

(改造後) 179 (改造後) 253 

以 上 
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タイトル 原子炉圧力容器の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価結果について 

説明 原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価では，地震を考慮し

た場合の欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力－温度制限曲線を求め健全性を

評価した。 

図 5-1 に原子炉圧力容器の最低温度制限の要求及び線形破壊力学に基づく圧力－

温度制限曲線(耐圧試験時)を示す。 

冷温停止の維持状態における評価のため，評価時点(2020 年度末)における最新の

原子炉停止までの中性子照射量とし，JEAC4206-2007における供用状態「耐圧・漏え

い試験(未臨界)」で評価した。なお，冷温停止の維持状態評価と運転状態評価の差異

を添付資料 5-1に示す。 

図 5-1 原子炉圧力容器の圧力－温度制限図(耐圧試験時) 

原子炉圧力容器の最低温度制限は－2℃及び 15℃の最低温度制限線からなる。これ

は，ボルト締め付けによる荷重が作用する部位の最大の関連温度𝑅𝑇𝑁𝐷𝑇(-40℃)を用

い JEAC4206-2007 に従う方法により最低使用温度の要求値として求められるもので

ある。 

欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力－温度制限曲線は JEAC4206-2007 にて

次式で与えられる静的破壊靭性(𝐾𝐼𝐶)を，応力拡大係数が超えないよう求めるもので

ある。 

𝐾𝐼𝐶 = 36.48 + 22.78𝑒𝑥𝑝[0.036(𝑇 − 𝑅𝑇𝑁𝐷𝑇)] 

応力拡大係数は内圧の関数であることから，応力拡大係数が静的破壊靭性を超えな

い温度を求めることで，内圧と温度との相関曲線が得られる。表 5-1に線形破壊力学

に基づく圧力－温度計算結果を示す。 

別紙 5 
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表 5-1 線形破壊力学に基づく圧力－温度計算結果 

内圧 

(MPa) 

𝑅𝑇𝑁𝐷𝑇 
(℃) 

ケース 
𝐾𝐼 

(𝑀𝑃𝑎√𝑚) 

温度 

(℃) 

 

① 

② 

③ 

④ 

また，参考に供用状態 A及び B（耐圧・漏えい試験を除く）における圧力－温度制

限曲線を図 5-2に示す。 

図 5-2 原子炉圧力容器の圧力－温度制限図 

（供用状態 A及び B（耐圧・漏えい試験を除く）） 

添付資料 5-1 冷温停止の維持状態評価と運転状態評価の差異 

以 上 

＊：基準地震動 Ss の地震荷重を上回る荷重を使用して評価

＊

＊

枠囲みの内容は営業秘密に属しますので公開できません
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タイトル 全面腐食に対する耐震安全性評価結果について 

説明 1. 伝熱管の腐食に対する評価(原子炉機器冷却水熱交換器)

1.1 評価方法 

(1)応力評価 

伝熱管の腐食に対する耐震安全性評価では，腐食により伝熱管が管理値(50%

肉厚)まで一様減肉することを想定した。 

解析モデルは伝熱管の管板－管支持板の部分に片側固定・他端支持はりモデ

ル，管支持板－管支持板の部分に両端支持はりモデルを使用し，地震時の発生

応力を算出し評価した。 

なお，伝熱管の減肉に対しては，減肉率で管理しており管理値(50%肉厚)ま

で減肉した場合には施栓を行っている。 

(2)許容応力 

当該伝熱管の材料である銅合金(C6871TS-O)については，JSME S NC1- 

2005 付録材料図表 Part5表 8及び表 9に Sy及び Suの記載がないため，保

守的な許容値応力として，下記のとおり当該材料の許容引張応力 Sを 1.5倍し

た値を許容応力として採用している。 

JEAG4601-1987によるⅢAS の許容応力は，1.5×「Sy と 0.6Su の小さい方」

により決まる。 

一方，銅合金の S値の定義*によると S値は 0.9Sy及び 0.25Su等の最小値に

より決まるため，常に「1.5S＜ⅢASの許容応力」の関係が成り立つため，許容

応力を 1.5Sとした。また，ⅣASの許容応力は保守的にⅢASの許容応力を用い

た。 

* 出典：告示 501 号 別表第 7 解説

項目 記号 入力値 単位 

伝熱管材質 － C6871TS-O － 

評価温度 － 70 ℃ 

伝熱管材の許容引張応力 S MPa 

S = = 81.14

1.5S = 1.5 × 81.14 = 121.71 ⇒ 121MPa 

別紙 6 
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標準後打ちアンカ減肉後の発生応力の算定条件及び算定結果 

型式 
ボルト 
呼び径 

断面積*1 

荷重方向 
設計許容荷重*2 

(kN) 
減肉後発生応力*3 

(MPa) 
許容応力*4 

(MPa) 
減肉後の 
応力比*5 

減肉前 
(mm2) 

減肉後 
(mm2) 

メカニカル 
アンカ 

M6 19.0 14.6 
引張 1.56 108 245 0.44 

せん断 0.98 67 141 0.48 

M8 34.7 28.7 
引張 2.15 76 245 0.31 

せん断 1.33 47 141 0.33 

M10 55.1 47.5 
引張 2.84 60 245 0.25 

せん断 1.72 37 141 0.26 

M12 80.2 71.0 
引張 4.51 64 245 0.26 

せん断 2.70 39 141 0.27 

M16 150.3 137.6 
引張 6.47 47 245 0.20 

せん断 3.92 29 141 0.21 

M20 234.9 218.9 
引張 11.37 52 235 0.23 

せん断 6.86 32 135 0.24 

ケミカル 
アンカ 

M12 80.2 71.0 
引張 4.90 69 245 0.29 

せん断 3.92 56 141 0.40 

M16 150.3 137.6 
引張 12.74 93 245 0.38 

せん断 8.62 63 141 0.45 

M20 234.9 218.9 
引張 18.14 83 235 0.36 

せん断 12.25 56 135 0.42 

M22 292.4 274.5 
引張 25.49 93 235 0.40 

せん断 16.67 61 135 0.45 

*1：谷径断面積
*2：すべての許容応力状態に適用する。
*3：保守的に運転開始後 60年間の腐食量である半径方向 0.3mmを想定した。
*4：ボルトの許容応力は以下のとおり。(JSME S NC1-2005及び JEAG4601-1987 による。詳細を添付資料 6-4に示す。)
・許容応力(引張)：1.5ft＝1.5×F/1.5＝1.5×245/1.5＝245MPa(d≦16mmの場合) 
・許容応力(せん断)：1.5fs＝1.5×F/(1.5√3)＝1.5×245/(1.5√3)＝141MPa(d≦16mmの場合) 
・ボルトの材質：SS400 
・設計降伏点：Sy(245MPa(d≦16mm)，235MPa(16mm＜d≦40mm))，設計引張強さ：Su(400MPa) 
・F＝MIN(Sy，0.7Su)＝245MPa(d≦16mm)，235MPa(16mm＜d≦40mm) 
*5：減肉後発生応力／許容応力

添
付
資
料

6-1 
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Sクラス機器の後打ちアンカ評価例 

Sクラス機器の後打ちアンカについて，基準地震動 Ss(最大加速度 800gal)に対する評価例を以下に示す。 

分類 設備 型式 
ボルト 
呼び径 

断面積*1 

荷重方向 
発生荷重 
(kN) 

減肉後 
発生応力*2 

(MPa) 

許容応力*3 
(MPa) 

減肉後の 
応力比*4 

減肉前 
(mm2) 

減肉後 
(mm2) 

機械 
設備 

燃料取替機 
ガイドプレート 

固定アンカボルト*5 

ケミカル 
アンカ 

M16 150.3 137.6 
引張 11.6 84.4 586 0.14 

せん断 9.9 72.0 338 0.21 

*1：谷径断面積
*2：保守的に運転開始後 60年間の腐食量である半径方向 0.3mmを想定した。
*3：ボルトの許容応力は以下のとおり。(JSME S NC1-2005及び JEAG4601-1987 による。詳細を添付資料 6-4に示す。)
・許容応力(引張)：1.5ft＝1.5×F/1.5＝1.5×586/1.5＝586MPa 
・許容応力(せん断)：1.5fs＝1.5×F/(1.5√3)＝1.5×586/(1.5√3)＝338MPa 
・ボルトの材質：
・周囲環境温度： ℃ 
・設計降伏点：Sy( MPa(d≦ mm))，設計引張強さ：Su(838MPa) 
・F＝MIN(Sy，0.7Su)＝586MPa 

*4：減肉後発生応力／許容応力

*5：燃料取替機は Bクラス機器であるが，Sクラス機器の上部を通過する等，その破損が Sクラス機器に波及的破損を生じさせる可能性があ

るため評価を実施している。 

添
付
資
料

6-2 
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中立軸の位置𝑋𝑛を 

𝑋𝑛
3 + 3 (𝑒 −

𝑎

2
) 𝑋𝑛

2
−

6𝑠𝐴𝑏𝑛1

𝑏
(𝑒 +

𝑎

2
− 𝑑1) (𝑎 − 𝑑1 − 𝑋𝑛) = 0 

により求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

𝐹𝑏 =
𝑃𝑠(𝑒−

𝑎

2
+

𝑋𝑛
3

)

𝑎−𝑑1−
𝑋𝑛

3

となる。したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

𝜎𝑏1 =
𝐹𝑏

𝐴𝑏𝑛1

ここで，基礎ボルトの断面積 𝐴𝑏 は， 

𝐴𝑏 =
𝜋

4
(𝑑 − 2𝑐)2

ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

𝜏𝑏1 =
𝐶𝐻𝑊0

𝑛𝐴𝑏

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 𝜎𝑏1 118 MPa 

せん断 𝜏𝑏1 65 MPa 

(2)許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評価

条件を示す。適用規格の詳細について添付資料 6-4に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 56 mm 

評価温度 － 50 ℃ 

ボルト材の設計降伏点 𝑆𝑦 MPa 

ボルト材の設計引張強さ 𝑆𝑢 MPa 

枠囲みの内容は営業秘密に属しますので公開できません
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ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

𝑆𝑦 = = 211.57 

𝑆𝑢 = = 394.57 

F = Min(𝑆𝑦, 0.7𝑆𝑢) 

 = Min(211.57 , 0.7 × 394.57) 

 = Min(211.57 , 276.20)               = 211.57 

・引張許容応力の算出 

𝑓𝑡𝑜 = 1.5 ×
𝐹

2
= 1.5 ×

211.57

2
= 158.68 

・せん断許容応力の算出 

𝑓𝑠 = 1.5 ×
𝐹

1.5√3
= 1.5 ×

211.57

1.5√3
= 122.15 

・せん断応力(𝜏𝑏 = 65 MPa)と引張応力の組合せ許容応力の算出 

𝑓𝑡𝑠 = Min(𝑓𝑡𝑜 , 1.4𝑓𝑡𝑜 − 1.6𝜏) 

 = Min(158.68 , 1.4 × 158.68 − 1.6 × 65) 

 = Min(158.68 , 118.15)  = 118.15 

3.3 結論 

上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確認

した。 

応力種別 算出応力 許容応力* 単位 

引張 𝜎𝑏 = 118 𝑓𝑡𝑠 = 118 MPa 

せん断 𝜏𝑏 = 65 𝑓𝑠 = 122 MPa 

*：ⅢAS の許容応力を示す。

添付資料 6-3 原子炉機器冷却水熱交換器構造図 

添付資料 6-4 後打ちアンカ及び機器付基礎ボルトの応力評価に適用する規格類に

ついて 

以 上 

枠囲みの内容は営業秘密に属しますので公開できません
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後打ちアンカ及び機器付基礎ボルトの応力評価に適用する規格類について 

（１） 後打ちアンカ 

後打ちアンカの構造を図 6-1に示す。後打ちアンカは全ねじであり，プレートから加わる荷重は

ねじ部に作用する。したがって応力評価では，ねじの谷部に腐食の発生を想定する。応力評価に

おいては，ねじの谷部（谷径断面）に発生する応力に対し，以下の規格類にて定まる許容応力以

下であることを確認している。 

・設計・建設規格 2005 年版「SSB-3121.2 ボルト材以外の許容応力 供用状態 Cでの許容応力」，

「SSB-3121.3 ボルト材以外の許容応力 供用状態 Dでの許容応力」 

・JEAG4601-1987「第 6章 6.3.3 主要機器の許容応力 表 6.3.3-6 支持構造物の許容応力」 

・JEAG4601 補-1984「許容応力編 2.8.1 第 1 種支持構造物の許容応力(2)上記以外の支持構造物

(ボルト等を除く)」 

(a)樹脂アンカ (b)メカニカルアンカ 

図 6-1 後打ちアンカ構造概要図 

（２） 機器付基礎ボルト 

機器付基礎ボルトの構造を図 6-2に示す。機器付基礎ボルトは，ねじ部に機器ベースからの荷重

が作用しないように，ねじ部を図 6-2 の B の範囲に設定する。したがって，応力評価では，ボル

トの胴部に腐食の発生を想定する。応力評価においては，胴部（呼び径断面）に発生する応力に

対し，以下の規格類にて定まる許容応力以下であることを確認している。 

・設計・建設規格 2005年版「SSB-3132 ボルト材の許容応力 供用状態 Cでの許容応力」，「SSB-

3133 ボルト材の許容応力 供用状態 Dでの許容応力」 

・JEAG4601-1987「第 6章 6.3.3 主要機器の許容応力 表 6.3.3-6 支持構造物の許容応力」 

・JEAG4601補-1984「許容応力編 2.8.1第 1種支持構造物の許容応力(3)ボルト等」 

図 6-2 機器付基礎ボルトの構造概要図 
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タイトル 耐震安全性評価に用いる地震動の整理及び見直しに伴う再評価方針 

説明 １．耐震安全性評価に用いる地震動の整理 

（１）基準地震動 

耐震安全性評価に用いる基準地震動については，「実用発電用原子炉施

設における高経年化対策実施ガイド」（令和２年３月 31 日改正）附則（平

成 25 年６月 19 日）の「２）経過措置①」において，「発電用原子炉施

設に関する耐震設計審査指針」（平成 18 年９月 19 日原子力安全委員会

決定）により策定した基準地震動 Ss（以下，「バックチェック Ss」とい

う。）を用いることが要求されている。 

一方，今回行った耐震安全性評価については，「実用発電用原子炉及び

その附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年原子

力規制委員会規則第 5 号）」に基づき作成した基準地震動 Ss（以下，「新

規制 Ss」という。）を用いて実施した。 

新規制 Ss はバックチェック Ss を上回る地震動であるが，機器の評価

に用いる地震力については，一部の機器においてバックチェック Ss の

ほうが上回っているため，それらの機器についてはバックチェック Ss の

地震力により再評価を行うこととする。 

（２）弾性設計用地震動 

耐震安全性評価に用いる弾性設計用地震動については，「高経年化技術

評価審査マニュアル (平成 25 年 9 月，JNES)」の「3.3.4(2)➁適合確認

が終了していない原子炉施設」において基準地震動 S1 を用いることが

要求されている。 

今回行った耐震安全性評価では，耐震 S クラスの機器については，Ss

による発生値に対して弾性設計用地震動の許容値（ⅢAS）以下であるこ

とを確認しており，弾性設計用地震動を用いた評価を省略している。ま

た耐震 B クラス機器については，共振の恐れがある機器がないため弾性

設計用地震動を用いた評価は行っていない。以上のとおり今回の耐震安

全性評価では弾性設計用地震動を用いた評価は行っていないが，（１）で

記載したバックチェック Ss による再評価において，Ss による発生値が

ⅢAS を上回る場合には，基準地震動 S1 による発生値に対しⅢAS の評価

を行うこととする。 

別紙 8 
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４．再評価結果 

表１の劣化事象「腐食（基礎ボルト）」の 36機種について，バックチ

ェック Ss の地震力による再評価を実施した。発生応力は許容応力を満

足し，耐震安全性に問題がないことを確認した。評価結果を添付資料

8-1 に示す。 

以 上 
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基礎ボルト（腐食）のバックチェック Ssによる再評価結果 

 

基礎ボルト（腐食）のバックチェック Ssによる再評価結果を表 8-1～7に示す。なお，

すべての機器について Ss地震力による発生応力がⅢASの許容応力を満足しているため，

基準地震動 S1による地震力及び静的地震力による評価を省略した。 

 

表 8-1 「ポンプ」基礎ボルトのバックチェック Ssによる再評価結果 

機器名 
耐震 

重要度 
荷重種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力*1 

（MPa） 
備 考 

原子炉機器冷却海水ポンプ S 
引張荷重 28 505  

せん断荷重 22 389  

高圧炉心スプレイ機器冷却海

水ポンプ 
S 

引張荷重 14 505  

せん断荷重 11 389  

*1：設計・建設規格 2005(2007)Part5 表 8，表 9より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す 

 

表 8-2 「熱交換器」基礎ボルトのバックチェック Ssによる再評価結果 

機器名 
耐震 

重要度 
荷重種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力*1 

（MPa） 
備 考 

余熱除去熱交換器 S 
引張荷重 98 154  

せん断荷重 38 118  

*1：設計・建設規格 2005(2007)Part5 表 8，表 9より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す 

 

表 8-3 「容器」基礎ボルトのバックチェック Ssによる再評価結果 

機器名 
耐震 

重要度 
荷重種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力*1 

（MPa） 
備 考 

原子炉機器冷却水サージタン

ク 
S 

引張荷重 121 173  

せん断荷重 42 133  

高圧炉心スプレイ機器冷却水

サージタンク 
S 

引張荷重 100 173  

せん断荷重 24 133  

非常用冷水系補給水タンク S 
引張荷重 115 175  

せん断荷重 18 135  

原子炉室給排気隔離弁空気貯

槽 
S 

引張荷重 48 180  

せん断荷重 3 139  

*1：設計・建設規格 2005(2007)Part5 表 8，表 9より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す 
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表 8-4 「計測制御設備」基礎ボルトのバックチェック Ssによる再評価結果 

機器名 
耐震 

重要度 
荷重種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力*1 

（MPa） 
備 考 

スクラム用地震計 S 
引張荷重 7 180  

せん断荷重 2 139  

*1：設計・建設規格 2005(2007)Part5 表 8，表 9より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す 

表 8-5 「空調設備」基礎ボルトのバックチェック Ssによる再評価結果 

機器名 
耐震 

重要度 
荷重種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力*1 

（MPa） 
備 考 

中央制御室給気ファン S 
引張荷重 74 173  

せん断荷重 22 133  

原子炉補機室(A)(B)給気ファ

ン 
S 

引張荷重 90 173  

せん断荷重 12 133  

原子炉補機室（高圧炉心スプレ

イ系）給気ファン 
S 

引張荷重 109 180  

せん断荷重 16 139  

原子炉補機室(高圧炉心スプレ

イ系)排気ファン 
S 

引張荷重 83 173  

せん断荷重 12 133  

非常用ガス処理ファン S 
引張荷重 37 169  

せん断荷重 10 130  

中央制御室排気ファン S 
引張荷重 17 180  

せん断荷重 9 139  

中央制御室再循環ファン S 
引張荷重 16 173  

せん断荷重 7 133  

原子炉補機室(A)(B)排気ファ

ン 
S 

引張荷重 33 180  

せん断荷重 6 139  

非常用ガス処理ファン室ロー

カルクーラ 
S 

引張荷重 31 176  

せん断荷重 12 135  

非常用冷水系冷凍機 S 
引張荷重 88 169  

せん断荷重 46 133  

非常用ガス処理装置空気乾燥

装置 
S 

引張荷重 31 444  

せん断荷重 16 342  

非常用ガス処理装置フィルタ

ユニット 
S 

引張荷重 30 444  

せん断荷重 17 342  

中央制御室再循環フィルタユ

ニット 
S 

引張荷重 116 156  

せん断荷重 54 133  

*1：設計・建設規格 2005(2007)Part5 表 8，表 9より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す 
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表 8-6 「機械設備」基礎ボルトのバックチェック Ssによる再評価結果 

機器名 
耐震 

重要度 
荷重種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力*1 

（MPa） 
備 考 

非常用ディーゼル機関（A,B号機），非常用ディーゼル機関（A,B号機）付属設備 

・非常用ディーゼル機関(A)(B) S 
引張荷重 145 254  

せん断荷重 32 195  

・潤滑油冷却器 S 
引張荷重 15 173  

せん断荷重 13 133  

・潤滑油サンプタンク S 
引張荷重 41 173  

せん断荷重 24 133  

・始動空気槽 S 
引張荷重 52 173  

せん断荷重 14 133  

・燃料ディタンク S 
引張荷重 38 158  

せん断荷重 14 122  

・燃料油フィルタ S 
引張荷重 6 180  

せん断荷重 2 139  

・潤滑油フィルタ S 
引張荷重 15 173  

せん断荷重 13 133  

・清水冷却器 S 
引張荷重 14 173  

せん断荷重 11 133  

高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関，高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関付属設備 

・高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル機関 
S 

引張荷重 163 254  

せん断荷重 40 195  

・潤滑油補給タンク S 
引張荷重 11 173  

せん断荷重 6 133  

・始動空気槽 S 
引張荷重 52 173  

せん断荷重 14 133  

・燃料ディタンク S 
引張荷重 28 158  

せん断荷重 11 122  

・清水冷却器 S 
引張荷重 49 173  

せん断荷重 14 133  

*1：設計・建設規格 2005(2007)Part5 表 8，表 9より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す 
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表 8-7 「電源設備」基礎ボルトのバックチェック Ssによる再評価結果 

機器名 
耐震 
重要度 

荷重種別 
発生応力 
（MPa） 

許容応力*1 
（MPa） 

備 考 

ディーゼル発電設備 

・非常用ディーゼル発電設備
(A,B号機) 

S 
引張荷重 18 254  

せん断荷重 14 195  

・高圧炉心スプレイ系ディー
ゼル発電設備 

S 
引張荷重 20 254  

せん断荷重 21 195  

*1：設計・建設規格 2005(2007)Part5 表 8，表 9より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す 
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タイトル 駿河湾の地震（平成 21年 8月 11日）による地震動について 

 

説明 

 

浜岡 4 号炉原子炉建屋について，駿河湾の地震（平成 21年 8 月 11日）の

地震動（水平，鉛直）による加速度応答スペクトルと基準地震動 Ss※1による

加速度応答スペクトルとの比較を図 9-1，図 9-2 に示す。また，地震計設置

位置を図 9-3に示す。 

地震観測記録は基準地震動 Ssによる応答を十分下回っており，地震時に耐

震設計上重要な設備が弾性状態にあったことから，設備の健全性が確保され

ているものと評価している。※2 

 

※１ 「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成 18年 9月 19

日原子力安全委員会決定）により策定した基準地震動 Ss（水平方向

最大加速度 800Gal） 

※２ 「2009 年 8 月 11 日駿河湾の地震」における浜岡原子力発電所 4 号

機の地震観測記録による設備健全性評価結果について（報告）（平成

21 年 8月 21日） 

以 上 
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図 9-1 浜岡４号炉原子炉建屋 駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）の観測記録と 

基準地震動 Ss による加速度応答スペクトル比較（水平） 
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図 9-2 浜岡４号炉原子炉建屋 駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）の観測記録と 

基準地震動 Ss による加速度応答スペクトル比較（鉛直） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-3 浜岡４号炉 原子炉建屋地震計設置位置図 
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